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報道関係者 各位 

 

労働者派遣事業の平成23年６月１日現在の状況 
（速報版） 

 
 厚生労働省では、このほど、「労働者派遣事業報告書」（平成23年６月１日現在の状況報告）集
計結果の速報版をまとめましたので、発表します。 
「労働者派遣法」（※）では派遣元事業主に対し、６月１日現在の運営状況についての報告書を
厚生労働大臣に提出するよう定めています。 

（※）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和60年法律第88号）  
今回の速報版は、報告書を提出した55,786の派遣元事業所（注１）の平成23年６月１日現在の状
況について、本年７月末現在で集計したものです。 
確報版は、８月以降に提出された報告書を加えて再度集計し、本年12月ごろ発表する予定です。
なお確報版は、速報版から数値が変わることがありますのでご留意ください。 
 

【平成23年６月１日現在の状況速報版概要】 
１ 派遣労働者数（注２）・・・・・・・・・・・約122万人 

平成22年６月１日現在速報比：12.6％減、同確報比：16.0％減 
 
    (1) 一般労働者派遣事業 

     …常時雇用労働者                506,369人 

平成22年６月１日現在速報比：11.7％減、同確報比：14.4％減 

        …常時雇用以外の労働者           473,953人 

平成22年６月１日現在速報比： 8.6％減、同確報比：10.8％減 

     …合計                    980,322人 

平成22年６月１日現在速報比：10.2％減、同確報比：12.7％減 
 
   (2) 特定労働者派遣事業 

…常時雇用労働者         240,834人 

平成22年６月１日現在速報比：21.0％減、同確報比：27.4％減 
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２ 製造業務に従事した派遣労働者数・・・・・・約 22万人 

平成22年６月１日現在速報比： 4.3％減、同確報比： 9.4％減 

 

    (1) 常時雇用労働者                132,425人 

平成22年６月１日現在速報比： 5.4％減、同確報比：11.8％減 

    (2) 常時雇用以外の労働者       87,612人 

平成22年６月１日現在速報比： 2.5％減、同確報比： 5.6％減 
 
３ 政令26業務に従事した派遣労働者数・・・・・約 60万人 

平成22年６月１日現在速報比：17.8％減、同確報比：19.3％減 

 

    (1) 常時雇用労働者                419,638人 

平成22年６月１日現在速報比：12.7％減、同確報比：14.8％減 

    (2) 常時雇用以外の労働者      183,744人 

平成22年６月１日現在速報比：27.3％減、同確報比：28.1％減 
 
４ その他（一般事務、営業、販売等）・・・・・約 40万人 

平成22年６月１日現在速報比： 8.2％減、同確報比：14.1％減 

 

    (1) 常時雇用労働者                195,140人 

平成22年６月１日現在速報比：24.2％減、同確報比：30.4％減 

    (2) 常時雇用以外の労働者       202,597人 

平成22年６月１日現在速報比：15.2％増、同確報比：10.8％増 
 
 
（注１）派遣元事業所の内訳は、「一般労働者派遣事業所」16,607事業所、「特定労働者派遣事業所」

39,179事業所。 
なお、「特定労働者派遣事業所」とは、常時雇用される労働者だけを労働者派遣の対象として

 行う事業所であり、「一般労働者派遣事業所」とは、特定労働者派遣事業所以外の労働者派遣事
 業所であり、常時雇用される労働者だけではなく、例えば登録型の労働者を派遣する事業所をい
 う。 

 
（注２） 「派遣労働者数」は、一般労働者派遣事業での「常時雇用労働者」と「常時雇用以外の労働

者」に、特定労働者派遣事業での「常時雇用労働者」を合計した人数。 
  

 
 
注：報告書の推定提出率は、平成22年６月１日現在報告速報版（H22.10.6発表）が約77％、平成22年６
月１日現在報告確報版（H23.1.19発表）が約84％で、平成23年６月１日現在報告速報版は約67％とな
っている。 
  



○常時雇用・常時雇用以外、業務別派遣労働者数の内訳（Ｈ２３．６.１現在）（総数１２２万人）

４２万人 １８万人

専門２６業務
※通訳、秘書、機械

設計の業務等

（６０万人）（６０万人）

‐3 

１３万人 ９万人
製造業務
（２２万人）

‐

上記以外の業務
※一般事務 営業 販

（２２万人）

改正労働者派
遣法案で規制
の対象としてい

２０万人 ２０万人
※ 般事務、営業、販

売、倉庫・運搬関連、
イベント・キャンペーン
関連の業務等

（４０万人）

の対象としてい
る労働者

常時雇用される労働者（７５万人） 常時雇用される労働者以外の労働者（４７万人）

（４０万人）

（出典）平成２３年６月１日現在の派遣事業報告（速報）における、平成２３年６月１日時点の労働者数



【付表】

表１　集計事業所数

表２－１　派遣された労働者数　（常時雇用労働者・常時雇用以外の労働者別）

表２－２　製造業務に従事した派遣労働者数

表２－３　政令で定める26業務に労働者派遣された派遣労働者数及び業務別割合

＜平成23年６月１日現在の状況＞

表１　集計事業所数 （単位：所、％）

対前年（速
報）増減比

対前年（確
報）増減比

一般労働者派遣事業 19,433 20,865 16,607 (△14.5) (△20.4)

特定労働者派遣事業 43,855 49,107 39,179 (△10.7) (△20.2)

合計 63,288 69,972 55,786 (△11.9) (△20.3)

表２－１　派遣された労働者数　（常時雇用労働者・常時雇用以外の労働者別） （単位：人、％）

対前年（速
報）増減比

対前年（確
報）増減比

対前年（速
報）増減比

対前年（確
報）増減比

対前年（速
報）増減比

対前年（確
報）増減比

573,533 591,272 506,369 (△11.7) (△14.4) 304,798 331,610 240,834 (△21.0) (△27.4) 878,331 922,882 747,203 (△14.9) (△19.0)

518,492 531,139 473,953 (△8.6) (△10.8) 518,492 531,139 473,953 (△8.6) (△10.8)

1,092,025 1,122,411 980,322 (△10.2) (△12.7) 304,798 331,610 240,834 (△21.0) (△27.4) 1,396,823 1,454,021 1,221,156 (△12.6) (△16.0)

表２－２　製造業務に従事した派遣労働者数 （単位：人、％）

対前年（速
報）増減比

対前年（確
報）増減比

対前年（速
報）増減比

対前年（確
報）増減比

対前年（速
報）増減比

対前年（確
報）増減比

95,425 100,646 97,376 (2.0) (△3.2) 44,612 49,440 35,049 (△21.4) (△29.1) 140,037 150,086 132,425 (△5.4) (△11.8)

89,876 92,828 87,612 (△2.5) (△5.6) 89,876 92,828 87,612 (△2.5) (△5.6)

185,301 193,474 184,988 (△0.2) (△4.4) 44,612 49,440 35,049 (△21.4) (△29.1) 229,913 242,914 220,037 (△4.3) (△9.4)

合　計

常時雇用さ
れる労働者
数

平成23年６
月１日現在
　 （速報）

平成22年６
月１日現在
（速報）

対前年増減比

平成22年６
月１日現在
（確報）

平成22年６
月１日現在
（速報）

平成22年６
月１日現在
（確報）

平成23年６
月１日現在
 （速報）

平成22年６
月１日現在
（確報）

平成23年６
月１日現在
　 （速報）

平成22年６
月１日現在
（確報）

対前年増減比

合計

平成22年６
月１日現在
（確報）

平成23年６
月１日現在
　 （速報）

一般労働者派遣事業 特定労働者派遣事業

平成22年６
月１日現在
（速報）

平成22年６
月１日現在
（確報）

常時雇用さ
れ労働者以
外の労働者
数

平成23年６
月１日現在
　 （速報）

平成22年６
月１日現在
（速報）

対前年増減比平成23年６
月１日現在
　 （速報）

平成22年６
月１日現在
（速報）

対前年増減比

※　（　）内は平成22年６月１日現在との増減比較して、左側が平成22年６月１日現在報告速報版との比較（速報比）、右側が平成22年６月１日現在報告確報版との比較（確報比）をそれぞれ記載。

平成22年６
月１日現在
（速報）

対前年増減比

一般労働者派遣事業

平成22年６
月１日現在
（速報）

平成22年６
月１日現在
（確報）

平成23年６
月１日現在
　 （速報）

対前年増減比

特定労働者派遣事業 合　計

合計

常時雇用さ
れる労働者
数

常時雇用さ
れる労働者
以外の労働
者数

対前年増減比
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表２－３　政令で定める26業務に労働者派遣されていた派遣労働者数及び業務別割合（6月1日現在）

（単位：人、％）

ソフトウェア開発 １号 28,347 (9.7%) 7,090 (3.9%) 35,437 (7.5%) 52,055 (40.5%) 87,492 (14.5%)

機械設計 ２号 15,804 (5.4%) 2,648 (1.4%) 18,452 (3.9%) 27,080 (21.1%) 45,532 (7.5%)

放送機器等操作 ３号 2,199 (0.8%) 545 (0.3%) 2,744 (0.6%) 2,762 (2.1%) 5,506 (0.9%)

放送番組等演出 ４号 2,105 (0.7%) 492 (0.3%) 2,597 (0.5%) 2,866 (2.2%) 5,463 (0.9%)

事務用機器操作 ５号 115,343 (39.6%) 90,090 (49.0%) 205,433 (43.3%) 13,125 (10.2%) 218,558 (36.2%)

通訳、翻訳、速記 ６号 2,457 (0.8%) 1,852 (1.0%) 4,309 (0.9%) 294 (0.2%) 4,603 (0.8%)

秘書 ７号 2,414 (0.8%) 2,125 (1.2%) 4,539 (1.0%) 205 (0.2%) 4,744 (0.8%)

ファイリング ８号 2,624 (0.9%) 1,675 (0.9%) 4,299 (0.9%) 864 (0.7%) 5,163 (0.9%)

調査 ９号 928 (0.3%) 627 (0.3%) 1,555 (0.3%) 570 (0.4%) 2,125 (0.4%)

財務処理 10号 33,453 (11.5%) 14,273 (7.8%) 47,726 (10.0%) 1,558 (1.2%) 49,284 (8.2%)

取引文書作成 11号 6,530 (2.2%) 4,438 (2.4%) 10,968 (2.3%) 1,136 (0.9%) 12,104 (2.0%)

デモンストレーション 12号 789 (0.3%) 721 (0.4%) 1,510 (0.3%) 372 (0.3%) 1,882 (0.3%)

添乗 13号 855 (0.3%) 2,736 (1.5%) 3,591 (0.8%) 198 (0.2%) 3,789 (0.6%)

建築物清掃 14号 3,006 (1.0%) 1,187 (0.6%) 4,193 (0.9%) 1,683 (1.3%) 5,876 (1.0%)

建築設備運転、点検、整備 15号 2,853 (1.0%) 757 (0.4%) 3,610 (0.8%) 5,062 (3.9%) 8,672 (1.4%)

受付・案内、駐車場等管理 16号 8,399 (2.9%) 5,975 (3.3%) 14,374 (3.0%) 952 (0.7%) 15,326 (2.5%)

研究開発 17号 14,885 (5.1%) 8,503 (4.6%) 23,388 (4.9%) 10,251 (8.0%) 33,639 (5.6%)

18号 1,770 (0.6%) 761 (0.4%) 2,531 (0.5%) 1,008 (0.8%) 3,539 (0.6%)

書籍等の制作・編集 19号 1,908 (0.7%) 2,705 (1.5%) 4,613 (1.0%) 551 (0.4%) 5,164 (0.9%)

広告デザイン 20号 1,564 (0.5%) 1,605 (0.9%) 3,169 (0.7%) 322 (0.3%) 3,491 (0.6%)

インテリアコーディネータ 21号 555 (0.2%) 588 (0.3%) 1,143 (0.2%) 235 (0.2%) 1,378 (0.2%)

アナウンサー 22号 199 (0.1%) 47 (0.0%) 246 (0.1%) 154 (0.1%) 400 (0.1%)

ＯＡインストラクション 23号 3,435 (1.2%) 2,424 (1.3%) 5,859 (1.2%) 1,063 (0.8%) 6,922 (1.1%)

テレマーケティング 24号 34,477 (11.8%) 28,539 (15.5%) 63,016 (13.3%) 1,965 (1.5%) 64,981 (10.8%)

25号 4,067 (1.4%) 1,306 (0.7%) 5,373 (1.1%) 1,862 (1.4%) 7,235 (1.2%)

26号 189 (0.1%) 35 (0.0%) 224 (0.0%) 290 (0.2%) 514 (0.1%)

291,155 (100%) 183,744 (100%) 474,899 (100%) 128,483 (100%) 603,382 (100%)

※ 　各業務の号番号は労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律施行令第４条の号
番号である。

　23年６月１日現在の合計（速報）

-19.3%-17.2% -28.1% -21.8% -8.7%

748,099　22年６月１日現在の合計（確報） 351,833 255,489 607,322 140,777

対前年（確報）増減比

　22年６月１日現在の合計（速報） 347,567

事業の実施体制の企画
、立案

セールスエンジニアの営業
、金融商品の営業
放送番組等の大道具
・小道具

①＋②

一般労働者派遣事業（6月1日現在）
特定労働者派遣事
業（6月1日現在）

①＋②＋③（6月1
日現在の派遣労働
者数）

①常時雇用される
労働者数

②常時雇用される
労働者以外の労
働者数

③常時雇用される
労働者数

252,808 600,375 133,364 733,739

対前年（速報）増減比 -16.2% -27.3% -20.9% -3.7% -17.8%
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（参 考） 

専門２６業務について 
 

  (1)ソフトウェア開発関係 

 (2)機械設計関係 

 (3)放送機器操作関係 

(4)放送番組等の制作関係 

(5)事務用機器操作関係 

(6)通訳、翻訳、速記関係 

(7)秘書関係 

(8)ファイリング関係 

(9)調査関係 

(10)財務関係 

(11)貿易関係     

(12)デモンストレーション関係 

(13)添乗関係 

(14)建築物清掃関係 

(15)建築設備運転等関係 

(16)受付・案内、駐車場管理等関係 

(17)研究開発関係 

(18)事業の実施体制の企画、立案関係 

(19)書籍等の制作・編集関係 

(20)広告デザイン関係 

(21)インテリアコーディネータ関係 

(22)アナウンサー関係 

(23)ＯＡインストラクション関係 

(24)テレマーケティングの営業関係 

(25)セールスエンジニアの営業、金融商品の営業関係 

 (26)放送番組等における大道具・小道具関係 


